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判例における「景観利益」概念の展開
－私法上の法益としての景観について－
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Progress of the Concept of “Right to Beneﬁ t from Beautiful 
Landscape” on Judicial Precedents: 
Landscape as an Interest Protected by Private Law
Satoshi TANIGUCHI
要　旨
　本稿は、景観利益に関する判例を整理し、検討するものである。判例が私法上の保護法益とし
て「景観利益」という概念を認め、かつ、これを定義したのは、平成18年の最高裁判所の判決
によってである。筆者は、すでに３つの別稿において、わが国の裁判例における「景観利益」概
念の萌芽、同概念の形成期、そして、同概念の確立について考察した。本稿は、その３つの別稿
に引き続き、最高裁判所平成18年判決直後の10件の判決を分析して、整理するものである。特に、
その分析においては、右最高裁判決の影響に筆者の関心は置かれている。
Summary
　　This paper aims to marshal and examine the judicial precedents for the right beneﬁ ted from 
beautiful landscapes. It was by Supreme Court decision in 2006 that the concept of the “Right to 
Beneﬁ t from Beautiful Landscape” was admitted and deﬁ ned. The author has already discussed in 
the previous three papers the beginning, the formative period and the establishment of the 
concept found in the judicial precedents in Japan. This paper also continuously analyzes and 
marshals ten judicial precedents established right after the Supreme Court decision in 2006. In 
this paper, the author especially attends to the impact of the Supreme Court decision on the 
concept.
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Ⅰ　はじめに
　わが国における近年の「まちづくり」の議論と相俟って、美しい「景観」を保護しようとする
意識が高揚し、それにともなう活動が活発化した。
　行政法の立法に関しては、平成16年にいわゆる景観緑三法といわれる法律のうちの中核をな
す「景観法」が制定、施行された。豊かな景観が国民ないしは行政区画における住民の利益であ
るという考え方は、このような行政法により一定の保護を受ける可能性が高まった。
　しかし、その豊かな景観の恵沢を享受する利益が地域住民個々人の私法上の法益、すなわち、
私法上の「景観利益」として、司法によって認められる道のりは平たんなものではなかった。筆
者は、すでに３つの別稿において、私法上の法益としての「景観利益」が最高裁判所平成18年
３月30日判決（民集60巻３号928頁）によって認められるまでの裁判例の経過を、それぞれ、「萌
芽期」（地域政策研究16巻２号41頁）、「形成期」（地域政策研究16巻３号45頁）、「確立」（地域
政策研究16巻４号33頁）として、整理した。
　最高裁平成18年判決は、次のように判示した。「良好な景観に近接する地域内に居住し、その
恵沢を日常的に享受している者は、良好な景観が有する客観的な価値の侵害に対して密接な利害
関係を有するものというべきであり、これらの者が有する良好な景観の恵沢を享受する利益（以
下「景観利益」という。）は、法律上保護に値するものと解するのが相当である」。そして、その
景観利益が侵害されているとするための要件として、「景観利益の保護とこれに伴う財産権等の
規制は、第一次的には、民主的手続により定められた行政法規や当該地域の条例等によってなさ
れることが予定されているものということができることなどからすれば、ある行為が景観利益に
対する侵害に当たるというためには、少なくとも、その侵害行為が刑罰法規や行政法規の規制に
違反するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に該当するものであるなど、侵害行為の態
様や程度の面において社会的に認容された行為としての相当性を欠くことが求められると解する
のが相当である」とした。
　本稿は、この最高裁判決の後、景観利益に関係する裁判例がどのような展開を見せたのか、
18年判決直後の10件の裁判例について考察をして、景観利益概念に関する裁判例の動向を探る
ことを目的とするものである。
Ⅱ　裁判例の検討方法
　前述のとおり、筆者は、別稿「判例における『景観利益』概念の確立」（地域政策研究16巻４
号33頁）において、最高裁判所が平成18年の判決によって私法上の法益としての「景観利益」
を明確に認定したところまでを整理している。本稿は、その直後の裁判例である後掲名古屋地判
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平成18年10月13日（判例地方自治289号85頁）から同じく後掲名古屋地判平成21年１月30日（裁
判所ウェブサイト掲載判例）までの10件の判例について検討する。
　特に、当事者の主張する景観がどのようなものであるのか、判決が、景観利益の認定について
どのように判断し、また、その景観利益の「侵害」についてどのように判示しているかを中心的
にそれぞれの判決を整理するものである。各々の訴訟において、当事者が主張している「景観利
益」以外の法益とその点に関する裁判所の判断に関しては、概略のみを記述することとする。
　検討項目は、事実概要、判決要旨と、これに対する筆者のコメントとするものである。
Ⅲ　具体的裁判例の検討
１　名古屋地判平成18年10月13日（判例地方自治289号85頁）
［事実概要］
◇ 愛知県知事は、平成５年９月３日、名古屋市（Y）に対して、区間の一部高架式道路の設置を
内容とする都市計画事業を認可し、これを告示した。その後、愛知県知事は、平成12年３月、
平成14年３月、平成18年３月の３回にわたって本件道路事業の変更を認可して告示した。本
件道路は、名古屋市千種区振甫町３丁目６番を起点とし、同区田代町字姫ヶ池上２番の１を終
点とする延長752メートル、幅員15メートルから20.1メートルの道路である。
◇ 本件道路事業の事業地内に居住するXらは、Y市に対して、以下のように、本件地域の特徴、
景観利益の定義、諸々の利益の侵害を主張して、民事訴訟による差止請求をした。
◇ すなわち、Xは、本件地区の特徴を以下のように主張する。「本件道路工事がされる区域は、
覚王山日泰寺を中心に広がる地域である。日泰寺北側には、東山給水塔を中心に公園がある。
日泰寺を境に南には地下鉄覚王山駅に通じる表参道があり、北には裏参道ともいうべき四観音
道（市道257号線）があり、南北に通じている。四観音道には、鉈薬寺といわれる由緒ある寺
院があり、西側には、久法山妙元寺が存在する。この南北の道路の東側、西側とも急な坂となっ
ている」。「日泰寺参道には、黒塀が美しく並ぶ古い町並みがあり、黒塀の奥に松が配されてい
る。さらに、鉈薬寺に通じる通路には、原告らの各家々の庭などに植えられた多くの樹木、鉈
薬寺の樹木が目立ち、比較的狭い道路は緑のトンネルのような構造になっている。西側の急峻
な崖は、自動車の通行を遮断している上、緑地が目立ち、竹藪、巨木なども存在する。そして、
人々の住宅もそれに調和するように設計されている。今なお、カブトムシや、アブラゼミが生
息し、うぐいす、めじろ、みそさざえ、ひよどり、きじばと、えなが、ひなが、こげら等、多
くの野鳥たちがこの地域にやってきている」。「この地域は東山給水塔を中心とした公園、日泰
寺の広大な境内地が存在するため道路の存在密度は低くなっている。さらに、表参道、日泰寺、
四観音道の道路西側は急峻な崖地となっており、自動車道路の発達を阻害している。その結果、
これらの区域では生活道路が発達し、編み目のような道路網の中に１階又は２階の低層住宅が
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存在する構造になっている。特に、本件道路予定地日泰寺高台西側は崖になっているため車両
の通行が遮断され、別世界のような静かな空間を作っている。生活道路は人々が徒歩、自転車
などによって利用され、地域住民のコミュニケーションの場として利用されるため、一般に町
並みを構成する各家屋内のプライベートな空間と連続性を持つ。こうした、生活空間としての
町並みがこの地域の重要な特徴である」。「こうした起伏に富んだ地形に発達した低層の町並み、
歴史的文化財や豊かな緑地の存在がこの地域の特徴であり、名古屋市街地近くにありながら、
きわめて豊かな住環境を形成するまれな地域となっている」とする。
◇ そして、「景観権」について、次のように定義する。「景観権とはその生活空間の中で良好な景
観利益を享受する権利である。ここに「景観」とは、人間が地表のあるまとまった地域をトー
タルに捉えた認識像である。景観利益として認識される具体的利益としては、眺望的利益、日
照、歴史的モニュメントとの精神的連続性、地域コミュニティーの統一性と連続性というもの
を含む。ここには、眺望的景観のほか、位置、地形、生態系、鳥の声や虫の音、水や風の流れ、
歴史・文化・信仰・教育・レクリエーションなどが構成要素として含まれる。景観利益はこれ
らのものの積み重ねによる人格的利益であり、景観とはこうした利益全体の統合的指標である。
したがって、景観が破壊されるということは単に物の外観が侵害されたということではなく、
こうした人々の人格的利益が侵害されたことを意味する。そして、良い町並みは良好な生活空
間となり、これを形成するのは良い土地利用であるから、町並み景観は人格権的な性質ととも
に、財産権的な性質を持つ」としている。
◇ そして、本件道路工事により、この区域の連続した町並みの景観、すなわち、この区域を破壊
しこのような文化景観をも破壊してしまうなどと主張して景観権の侵害を主張するとともに、
日照権侵害、所有権などの財産権侵害なども主張して、道路工事差止めを求める民事訴訟を提
起した。
◇ これに対してY市は、本件訴えは民事訴訟において、本件道路工事の全部の差止めを求めるも
のであるが、結局、本件工事の事業認可の取消し、路線の認定の廃止など、まさに行政処分が
有する公定力を取り消すのと同じ結果を求めるものであり、不適法なものであると主張した。
［判決要旨］
　このような訴訟は、本件事業認可及びその事業計画変更の適法性を争う訴訟において、公共の
利益の維持と私人の権利擁護の調和を図るという観点からこれを審理判断するのでなければ、適
切な解決をみることができないというべきであるから、都市計画事業の認可に基づく行政の諸活
動のうち、その施行としての建築行為のみを取り上げ、その実施者とそれにより権利侵害等を主
張する私人との間の対等な私法関係として把握して、審理判断を求めることは許されないと解す
るのが相当である。以上から、本件訴えは民事訴訟として許容されるものではなく、不適法であ
ると言わなければならないとして、Xの訴えを却下した。
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［コメント］
◇ 本件訴えは、平成17年に提起されたものであるから、その原告の主張には、最高裁平成18年
判決の影響は見られない。景観権の定義などを独自に主張している。
◇ 本判決文を見る限り、本件は、自治体が主導して本件道路工事を行おうとしたもののように思
われる。景観利益が従来、典型的に問題となってきたようなケース、すなわち、美観地域に高
層マンションなどを建築しようとする業者などが建築許可を自治体から受けて、これに対する
行政訴訟や民事訴訟が提起されるというケースとは若干様相が異なるように思われる。
◇ 本来、行政訴訟である抗告訴訟において権利ないし法益を訴えるものと思われるところ、自治
体の行為が私法上の法益を侵害しているという理由で、果敢に民事訴訟に出たところ、却下さ
れたという事案である。
◇ いずれにしても、却下という門前払いであるため、原告主張の景観利益とその侵害に関する審
理が行われなかったことは遺憾である。
２　名古屋高判平成19年６月15日（D1-LAW 判例ID28131920）
　　（前掲１判決の控訴審）
［事実概要］
　前掲１判決を不服としたXら（第一審原告ら、本件控訴人ら）は、名古屋高裁に控訴した。事
実概要に関しては、前掲１判決の内容とほぼ同様なので参照されたい。
［判決要旨］
◇ 「控訴人らは、本件訴えにおいて、景観権、人格権、所有権、通行権及び住民代表と被控訴人
との間の強行着工をしないという約束に基づき差止めを求めるものであるから、本件訴えは、
私法上の請求権に基づく妨害予防の訴えと解される。そして、控訴人らが差止めの対象とする
本件道路工事は、その工事自体は、私人が行う建築工事と何ら異なるところはなく、被控訴人
が事業主体として行う事実行為であって、本件事業認可という行政処分を受けて行われるもの
であるとしても、行政処分とは切り離して私法上の行為としてとらえることができる。そうで
あれば、控訴人らは、本件道路工事を行うことにつき、その事業主体としての被控訴人に対し
て、私法上の権利に基づき差止めを求めるものであるから、特段の事情のない限り、これを不
適法ということはできない」。
◇ 「被控訴人は、控訴人らの本件訴えは、本件道路の事業認可の取消し、路線の認定の廃止など、
本件道路に関する行政処分が有する公定力を取り消すのと同じ結果を求めるものであるから、
不適法であると主張する。
　 　しかし、上記のとおり、控訴人らの本件訴えは、私法上の請求権に基づき、事業主体である
被控訴人に対して、事実行為である本件道路工事の差止めを求めるものであって、本件道路工
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事に係る愛知県知事の事業認可自体を争うものではないから、仮に、本件訴えが認容されたと
しても、本件事業認可は依然として有効であり、これが取り消されたのと同じ結果をもたらす
ことはない。例えば、本件訴訟は民事訴訟であるから、その既判力は当事者間にのみ及び、か
つ、民事上の差止請求が認容されるか否かは個々の控訴人の被侵害利益の大きさにより異なる
のであるから、差止めの勝訴判決を得た当該控訴人に対し、控訴人らが主張するように、移転
を保障するとか、あるいは被害の十分な補償をすることなどにより工事を施工し得る可能性も
残されているのである。
　 　したがって、被控訴人の上記の主張は採用することができない」として、原判決を取消し、
名古屋地裁に差戻しとした。
［コメント］
◇ Xらの主張自体は、大きく変わっていないが、本件高裁の判決が、認可に基づく行政活動の施
行としての建設行為について、民事訴訟で、原告の法益保護を図ることができるとしたことは、
「景観利益」について、これを保護・救済する法的方途を拡大するものであるから、その意味
においては意義のある判決であると言える。
◇ このような争訟事例が現れることは、やはり、「景観利益」の保護という問題が、私法と行政
法とにまたがる法的には複雑な問題であるとを示していると思われる。
３　東京地裁平成19年10月23日（判タ1285号176頁）
［事実概要］
◇ 原告ら（Xら）は、いずれも、東京都町田市玉川学園、玉川学園南台、東玉川学園、南大谷及
び成瀬地区（「以下、本件地域」）に住居を有する住民である。
◇ 東京都町田市の本件土地上の10棟、いずれも10階建てのマンション（以下、「本件マンション」）
の建築主、設計・施工者およびマンションの区分建物を買い受けた引受参加者らであるYらは、
Xにより景観利益を侵害し、建築基準諸法に違反するものであり、また、権利濫用があるなど
として、不法行為に基づく原状回復措置として本件マンションの一部を撤去することを請求す
る訴訟を提起された。
［判決要旨］
◇ 当該裁判所は、景観利益に関して、以下のような点を認定した。すなわち、昭和４年に本件地
域が美しい丘陵地帯であったこと、昭和60年ころ、本件マンションに南側にあった「ドング
リ山」について本件地域の住民らの著名な活動などがあり、昭和62年ころ南北約400メートル、
東西約250メートルの樹林地である「かしの木山自然公園」が開設されたこと、平成５年ころ、
同公園には中小型の野生ほ乳類保護のために「タヌキ・トンネル」などが設置されるなどした
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こと、本件土地周辺には野鳥が生息しており、その中でもオオタカが平成15年から17年の間
に生息が確認されていることなどである。
◇ 本判決では、最高裁平成18年３月30日（民集60巻３号948頁）の判旨がそのまま当てはめで
引用されており、私法上の法益としての「景観利益」を認めており、また、その侵害の基準と
して、行政法規違反や公序良俗違反および権利濫用などを掲げている。
◇ 本判決では、原告主張の法益が「景観利益」を構成するかについて判断し、「本件地域の住民
らは、主として、環境保護や緑化の充実を目的とした活動をしていたのであり、第１種低層住
宅のスカイラインを崩さないことに重点を置いた活動をしていたことは認められないし、本件
地域の生活インフラが機能不全に陥らないようにすること、マンションでの制圧パターンが本
件地域と融合するものであること、周辺住民の平素の暮らしを侵害しないようにすることは、
いずれも、良好な風景としての「景観利益」の内容をなすものとは考え難い」として、「景観
利益」を構成しないという判断を下した。
◇ 続いて、景観利益を「侵害」しているかを判断し、「建築関係諸法規に違反することも認めら
れないし、仮に、東京都建築安全条例やハートビル条例の関係で適切を欠く部分があったとし
ても、原告らの景観利益との対比において違法とみるべき程度に建築関係諸法規の違反がある
ということもできないというべきことに加えて、本件マンションの建築工事に至る経緯や原告
ら指摘の諸点からみて、被告らに公序良俗に違反する行動や権利濫用に該当する事情があった
とも認められないことを総合すると、原告ら主張の景観利益を被告らが違法に侵害したとまで
いうことはでいない」とした。
◇そのほかのXらの主張もことごとく退けて、もって、Xの請求を棄却した。
［コメント］
◇最高裁平成18年判決を直接的に引用した同判決直後の判決として注目される。
◇ 判決において「景観利益」が存在しないと判断されているように、この判決文全体を見る限り、
原告としては、どのような美観風致を保護したいと考えているのか、明確であるとはいいがた
いようにも思われる。
◇ この判決は、やはり最高裁平成18年判決に強く影響を受けており、「景観利益」の存在の判断、
景観利益の「侵害」の判断をそれぞれ明確に行っていることは注目される。
４　京都地裁平成19年11月７日（判タ1282号75頁）
［事実概要］
◇ 京都市北区紫野北船岡町に建築中のマンションの敷地周辺に居住するなどの原告ら（Xら）が、
本件マンションなどにかかる開発行為非該当確認および同確認についての京都市開発審査会の
裁決、ならびに、建築確認および建築確認についての京都市建築審査会の裁決が違法であると
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して、その取消しを求めて提訴した。本件訴訟係争中、本件建物の工事が完了して検査済み証
が交付されたことを受けて、Xらは訴えの追加的変更を行い、建築基準法９条１項などに基づ
いて、本件マンションの一部除去などを京都市長が命令することを求める非申請型の義務付け
の訴え（行政事件訴訟法３条６項１号）の訴えを行った。
◇ 本件訴訟において、Xらは、非申請型義務付けの訴えたる行政訴訟における要件の一つである
「一定の処分がなされないことにより重大な損害が発生するおそれ」に関する主張において、
景観利益を以下のように主張し、その侵害を訴えた。「船岡山の眺望景観は、地域の景観状況
とその成熟性、景観地区及び景観条例等保全策の指定もしくはその検討の有無及び内容、地域
住民の景観保全に対する取り組みの状況等を総合すると、法的保護に値する景観権ないし景観
利益であるというべきである。
　 　船岡山は、平安京造営時の起点であり、その山頂には古代信仰の対象となった盤座（いわく
ら）が鎮座し、応仁の乱の際には船岡山城・西陣が構築された等、歴史遺産として極めて貴重
な「聖なる山」であり、風致地区指定（第２種）を受け、国の史跡に指定されている。現代に
おいても、船岡山は、京都市街を一望し、京都三山等を眺望できる、四季の息づく閑静な自然
公園であり、保育園児からお年寄りまで自由かつ手軽に緑と自然にふれあうことができる貴重
な憩いの場である。京都の伝統行事である大文字の送り火の際には送り火を４つも拝むことが
できる場所でもある。このような地であるから、京都市が検討中である眺望景観保全のための
新条例において、船岡山は眺望景観保全の拠点として指定されている。
　 　本件建築物の建設地及びその周辺地域は、船岡山の国史跡部分からわずかに外れているため
住宅の建築こそ可能であるものの、同地域において現実に建築されてきたのは、船岡山の風致
地区指定（第２種、高さ10メートル以下）の高さ基準を大幅に下回る低層の一戸建て住宅ば
かりである。このような何十年以上にもわたる周辺住民の自己規制によって形成された建築秩
序により、船岡山の南側からの眺望景観が維持され、緑豊かな船岡山の麓の景観が保たれてき
た。
　 　このようなことに鑑みると、本件建築物についても、同建築秩序に従うべきは当然であり、
高さ10メートル、一戸建て住宅という規模しか許されないのである」とした。
　 　そして、「しかるに、本件建築物は、高さ、幅、容積率等の規模からして、上記建築秩序に
全く適合せず、船岡山南斜面の景観を完全に破壊するものである」とした。
［判決要旨］
　建築基準法は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生命、
健康及び財産の保護を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的とする（１条）もので
あるところ、建築基準関係規定等においても、景観利益を住民個々人の個別的な利益として保護
しているとかいすることは困難である」。「そうすると、原告らが景観利益を有するか否かはさて
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おき、景観利益の侵害が本件除去命令がなされないことによって生ずる重大な損害であることは
認めがたく、また、原告らが本件除去命令を求めるにつき法律上の利益を有するとも認めがたい」
などとして、本件義務付けの請求による訴えは、重大な損害が生じるとの要件を欠き、不適法で
あるとして、訴えを却下した。
［コメント］
◇本件は、最高裁平成18年判決の影響がまったくみられない判決となっている。
◇ もっとも、本件は、私法上の法益としての「景観利益」が争われたものではなく、「景観利益」
なるものを完全な形で行政訴訟に適合したスタイルで主張を展開した場合に、裁判所がどのよ
うに判断するかが示された事例ということができよう。
◇ そうであるなら、逆に、本件で原告らが主張しているような「景観利益」を私法上の法益とし
て民事訴訟で保護を図るべく主張を行っていたらどうであったか興味深い。
◇ もっとも、本件における「景観利益」の存在に関する主張はともかくとして、本件マンション
の建築が、当該景観をどのように破壊し、原告の景観利益がどのように、かつ、どれほど深刻
に侵害されたのかは、上記記載の判例集における文面を読む限り必ずしも明確とはいえないよ
うに思われる。
５　広島地決平成20年２月29日（判時2045号98頁）
［事実概要］
◇ 申立人ら（Xら）は、広島県福山市の鞆地区住民を主体とする広島県民であるが、広島県知事が、
広島県および福山市からの公有水面の埋立免許付与申請に対して、公有水面埋立法２条に基づ
いて免許を付与することは、違法な処分であるとして、同免許付与処分の差止めを求めている
ところ、さらに、同免許付与がされれば、景観利益の侵害、漁業権の侵害、慣習排水権の侵害
などにより、償うことのできない損害を生じるから、これを避ける緊急の必要があるとして、
同免許付与処分の仮の差止めを申し立てた。
◇ 鞆の浦の景観利益に関する事実概要は、以下のとおりである。「鞆の浦には、雁木、常夜燈、
波止、焚場、船番所が存在するが、これらは日本の近世の港を特徴付ける五つの要素であり、
それ自体で重要な文化的歴史的価値を持つとされている。これら五つの要素が全て残されてい
る港は、我が国では鞆の浦だけである」。「沼隈半島の南東、鞆から阿伏兎岬に至る鞆断層崖東
側には、仙酔島をはじめとして、つつじ島・皇后島・弁天島・玉津島・津軽島などの大小の島々
が散在しており、これらの島々は、瀬戸内海でもとりわけ美しく、江戸時代、鞆に宿泊した朝
鮮通信使・李邦彦をして「日東第一形勝」と賞賛させているほどであり、大正一四年一〇月八
日、名勝「鞆公園」として名勝指定されている」。「名勝は、大正八年に制定された「史蹟名勝
天然記念物法」によって導入された概念で、現在の文化財保護法に受け継がれており、「庭園、
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橋梁、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとって芸術上又は鑑賞上価値の高いもの」（文
化財保護法二条一項四号）と定義されている」。「鞆の浦は、古都保存法施行四〇周年記念事業
「美しい日本の歴史的風土一〇〇選」の選定において、〈１〉歴史的意義を有する歴史的・文化
的資産を有する地域であること、〈２〉歴史的・文化的資産が周囲の自然的環境と一体となって、
美しい風情を醸し出している地域であること、〈３〉歴史的・文化的資産が複数集積し一定の
広がりを有する地域であること、〈４〉地元住民等による良好な保全・管理がなされていること、
〈５〉歴史的風土を将来にわたり保全するための法令・条例等に基づく適切な保全策が講じら
れている又は講じられる見込みであること、という選定基準に基づき、上記選定基準を満たし
ているとして、平成一九年三月二日、「美しい日本の歴史的風土一〇〇選」に選定された」な
どの内容である。
［判決要旨］
◇ 最高裁平成18年判決を引用して景観利益が私法上の保護を受けるに値するものであることが
認定されている。そして、Xら主張の鞆の浦の景観利益をほぼすべて事実認定している。
◇ 景観利益侵害と法律上の利益に関しては、本件埋立により、Xらの景観利益が大きく侵害され、
本件申立が施行されればこれを原状回復することは困難であることを併せ考慮すると、この景
観に近接する地域内の居住者、具体的に言えば、少なくともXらが指摘する歴史的町並みゾー
ン内の居住者は、法的保護に値する景観利益を有するものとして、本件埋立免許について、行
政訴訟法37条の４第３項にいう法律上の利益を有するというべきであるとした。
◇漁業権と慣習排水権の侵害による損害については、法律上の利益につき、これを否定した。
◇ 結論として、以下のように、判示した。「景観利益を法律上の利益とする申立人らは、本件埋
立免許がなされた場合、直ちに差止訴訟を取消訴訟に変更し、それと同時に執行停止の申立て
をし、本件埋立が着工される前に執行停止の申立てに対する許否の決定を受けることが十分可
能であるといえる。したがって、景観利益を法律上の利益とする申立人らの本件申立てについ
ても、上記緊急の必要性があるとはいえない」とした。よって、申立ての要件を欠くとして本
件申立てを却下した。
［コメント］
◇ 本件は、景観利益の保護を主張した申立てについて、「仮の差止め」のための「緊急の必要性」
の要件を欠くものとして、結論として、却下されたものである。
◇ しかし、本決定においては、最高裁平成18年判決が引用され、これに沿う形で、原告の主張す
る景観利益とその侵害が認定されている。すなわち、行政訴訟法上の「法律上の利益」がある
という点では原告適格が認定されたものである。したがって、結論としては、申立ては却下さ
れたものの、景観訴訟としては、大きな意義がある決定であったということができるであろう。
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６　東京地判平成20年５月12日（判タ1292号237頁）
［事実概要］
◇ 原告ら（Xら）は、東京都世田谷区の東急電鉄二子玉川駅の周辺または世田谷区内に居住する
住民あるいは同区内に不動産を所有している者である。二子玉川東地区において建物の建築、
道路整備、公園整備などの再開発を東京都の認可を受けて行う再開発組合Yに対して、汚染の
悪化による健康被害、眺望利益の侵害、景観利益の侵害などがなされるおそれがあると主張し
て、人格権および環境権に基づいて本件再開発事業の差止めを求めて提訴した。
◇ 景観利益の侵害については、Xらは、次のように主張した。「原告ら地域住民は、多摩川の流
れとその上に広がる空、丹沢や富士山の眺めが一体となって形作る景観や自然について、景観
利益を有するというべきであり、本件再開発事業は、多摩川の岸辺に高層ビル群を建築するこ
となどによって、原告らの上記景観利益を著しく侵害するものである」。「本件再開発により建
設される超高層ビルにより、富士見橋から富士山の雄大な眺めは失われてビルの間から辛うじ
て富士山が見える程度になる」。「関連事業の周辺道路の整備により、上野毛ハイム沿い歩道の
けやき並木の保全があやぶまれる。これは国分寺崖線の緑を減少させることになるだけでなく、
周辺の環境の悪化や、住民の心の拠り所となり安らぎを与える周辺地域のシンボルを失わせる
ことになる」などとした。
［判決要旨］
◇ 本判決の「景観の破壊について」という項目では、最初に最判平成18年判決の内容が引用さ
れた。その上で、原告主張の景観利益について、以下のように判示した。「都市の景観が景観
利益として保護されるためには、上記のとおり、当該景観が良好な風景として、人々の歴史的
又は文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成することが必要である。しかるに、原告らの
主張する景観は、『多摩川の流れ』、『その上に広がる空』、『丹沢や富士山の眺め』、『（それらが）
一体となって形作る景観や自然』といった、人為の加えられない自然を対象としたものである
上、これらの景観を守ることを目的として、高さの建築制限などといった意識的な行政活動が
行われた形跡は本件全証拠によるも認められず、また、当該目的の達成のために、本件再開発
地域周辺の住民らが意識的な活動を行い、成果を挙げてきた形跡も本件全証拠によるも認めら
れないことに照らすと、…原告ら主張の景観が、人々の歴史的又は文化的環境を形作っている
と認めることはできず、これを景観利益として評価することはできない」として「景観利益」
の存在自体を否定した。
◇そのほかの原告らの主張も退けて、本件差止請求は棄却された。
［コメント］
◇ Xらは、本件において、特に景観利益のみを主張したというわけではなく、大気汚染や眺望権
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侵害などによる居住地域の環境の悪化について全体的にこれを訴えたものである。
◇ そのためか、「景観利益」とその侵害に関する主張について、重みが感じられないような気も
する。
◇ 本判決では、都市の景観利益の存在については、「人為の加えられない自然」を対象とするこ
とはできないという趣旨の判示がなされている。この点は、そのほかの裁判例と共通するもの
であるのか、また、そのような「自然」も景観利益に含ませる余地はないのか、関連判決に注
目したい。
７　大阪地判平成20年８月７日（判タ1303号128頁、判例地方自治320号71頁）
［事実概要］
◇ 株式会社Aは、大阪府豊中市の土地を購入して分譲マンションの開発を計画して、豊中市長（Y）
に対して、開発行為等事前相談書を提出した。豊中市刀根山２丁目に居住するXら原告は、本
件は開発行為について都市計画法（以下、「法」という）29条１項に基づく開発許可処分は違
法なものであるなどとして、開発許可などの差止め請求の行政訴訟を提起したものである。
◇ Xらは、行政訴訟法37条の４第３項に規定される原告適格について、以下の点において「法律
上の利益」が存在すると主張した。法33条１項７号（崖崩れ）、法33条１項３号（溢水）、法
33条１項２号（環境保全）、法33条５号（景観）などを根拠とした「法律上の利益」である。
◇ Xらは、上記、景観利益に関して、最高裁平成18年判決が、良好な景観に近接する地域内に居
住し、その恵沢を日常的に享受している者が有する利益（景観利益）は、法律上保護に値する
と判示しており、Xらには景観利益を根拠とした原告適格が認められる旨の主張をした。
［判決要旨］
◇ Xらが、景観法の趣旨、目的を根拠として都市計画法は、平穏な生活を営む利益を個別的に保
護したものであると主張したことにつき、「景観利益は、地域住民や不特定多数者からの眺め、
風景をその対象とするものであり、法律上保護すべき範囲は必ずしも明らかではないし、景観
阻害の程度も主観的な価値判断の要素が大きい。これに加えて、法33条５項及びこれを受け
た施行令29条の４が、良好な景観の形成を図るために定めた基準は、切土、盛土及び敷地面
積等について、一般的な規制をするにとどまり、保護すべき具体的景観の範囲、具体的な保護
の態様等を特に定めた規定は見当たらない。そうだとすれば、景観計画に住民の意見を反映さ
せることが要求されていること（景観法９条１項）を考慮したとしても、法33条５項及び景
観法の規定は、一般的な景観を保護することをもって、環境の保全を図ろうとした趣旨の規定
と解すべきであり、これらの規定が地域住民の具体的な景観を享受する利益を個別的に保護す
る趣旨を含むとは解せない。したがって、これらの規定により、開発区域の周辺住民の景観利
益又は平穏な生活を営む利益が個別的に保護されていると解することはできず、これらの利益
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は一般的公益の中で保護されているにとどまるというべきである」とした。
◇ そして、最高裁平成18年判決は、「不法行為の成否の場面において、景観利益が民法709条に
規定される「法律上保護される利益」に当たると判示したものであり、開発許可に係る抗告訴
訟の原告適格を認める根拠となるものではない。そして、原告適格の有無は、前記１のとおり、
当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収解消さ
せるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものとする趣
旨を含むか否かという観点から判断すべきところ、開発許可の根拠法規である都市計画法及び
景観法の規定から地域住民の景観利益が個別的に保護されていると解せないことは既に判断し
たとおりであるから、原告らの上記主張は採用できない」とした。
◇ 以上などにより、原告主張の「法律上の利益」については、いずれもこれを認めず、原告の本
件訴訟を却下した。
［コメント］
◇ 判例掲載の判決文からは、Xらがどのように具体的な景観利益とその侵害を主張したのかは不
明確であり、裁判所の認定においても明らかではない。
◇ 本判決は、行政訴訟法上の「法律上の利益」という原告適格要件について、これが最高裁平成
18年判決において私法上の法益としての「景観利益」が認められたこととの関係性を判断し
た事例としての意義があるものと思われる。
◇ 平成18年判決は、行政法規などの趣旨を判断する行政訴訟とは直接的には関係がないと本判
決では判示されている。
◇ 原告が、私法上の法益としての「景観利益」を民事訴訟として提起していた場合には、どのよ
うに判断された事案であったのか、少なくとも掲載判決文からはイメージがしづらい。
８　那覇地判平成21年１月20日（判タ1337号131頁）
［事実概要］
　訴外Aは、国の名勝である沖縄県石垣市字川平山原湾に近接する土地に、７階建ての賃貸マン
ションを建築することを計画し、沖縄県八重山支庁の建築主事に対して、建築確認申請を行った。
本件マンションの建築予定敷地の近隣住民であるXら（原告ら）は、本件確認申請について、建
築確認処分が行われると、生活環境、景観等に重大な損害が生ずるものであるとして、行政事件
訴訟法37条の４に基づいて、建築申請処分の差止請求をする訴えを提起した。
［判決要旨］
◇ Xらに原告適格要件である「法律上の利益」が存在するかについて、第一に、景観利益が法律
上保護に値するものであるかについて、以下のように、判示した。「原告らは、良好な景観の
谷　口　　　聡
－ 62 －
恵沢を享受する利益（以下「景観利益」という。）も本件建築確認処分の差止めを求める法律
上の利益に含まれると主張しているものと解されるところ、都市の景観は、良好な風景として、
人々の歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成する場合には、客観的価値を有
するものというべきであり、景観法は、「良好な景観は、美しく風格のある国土の形成と潤い
のある豊かな生活環境の創造に不可欠なものであることにかんがみ、国民共通の資産として、
現在及び将来の国民がその恵沢を享受できるよう、その整備及び保全が図られなければならな
い。」と規定（２条１項）した上、国、地方公共団体、事業者及び住民の有する責務（３条か
ら６条まで）、景観行政団体がとり得る行政上の施策（８条以下）並びに市町村が定めること
ができる景観地区に関する都市計画（61条）、その内容としての建築物の形態意匠の制限（62
条）、市町村長の違反建築物に対する措置（64条）、地区計画等の区域内における建築物等の
形態意匠の条例による制限（76条）等を規定しているが、これも、良好な景観が有する価値
を保護することを目的とするものである。そうすると、良好な景観に近接する地域内に居住し、
その恵沢を日常的に享受している者は、良好な景観が有する客観的な価値の侵害に対して密接
な利害関係を有するものというべきであり、これらの者が有する良好な景観の恵沢を享受する
利益（景観利益）は、法律上保護に値するものと解するのが相当である（最高裁判所平成18
年３月30日第一小法廷判決・民集60巻３号948頁参照）」として平成18年判決を引用して、こ
れを法律上保護に値する法益であることを認定した。
◇ そして、景観利益と建築基準法の趣旨との関係について、以下のように検討して、結論付けた。
すなわち、「建築基準法が、景観利益を個々人の個人的利益として保護する趣旨を含むもので
あるか検討する」。「建築確認に係る建築基準法の各規定の趣旨及び目的、これらの規定が保護
しようとしている利益の内容及び性質等に、上記に摘示した景観法の規定の趣旨及び目的を参
酌すれば、建築基準法は、良好な景観に近接する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受し
ている者が有する良好な景観の恵沢を享受する利益（景観利益）をも、個々人の個人的利益と
して保護する趣旨を含むと解するのが相当である」として建築基準法の趣旨に、地域住民個々
人の利益としての景観利益の保護が含まれる旨判示した。そして、これをもって、Xらに原告
適格があるとした。
◇ しかし、Xらの一部においては、行政事件訴訟法37条４第１項に規定される「重大な損害を生
じるおそれ」の要件を満たすものではないとし、また、Xら残りの一部については、請求に理
由がないとし、一部却下、一部棄却の判決を下した。
［コメント］
◇行政事件訴訟であるため、これに沿った原告の主張および判決内容となっている。
◇ 本件においては、私法上の法益としての景観利益を認定した最高裁平成18年判決を引用しつ
つ、建築基準法の趣旨としても、地域住民の個々人の景観利益の保護もこれに含まれるものと
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の判断を下している点は注目されるべき点である。
◇ 本事案の掲載誌判決文からは、国の名勝としての川平湾に臨む土地の景観利益をしての価値が
どのようなものであるのかが原告の主張からも裁判所の判断からも読み取れないは残念であ
る。
９　東京地裁平成21年１月28日（判タ1290号184頁）
［事実概要］
　原告ら（Xら）は、東京都武蔵野市内にあるYの所有する２階建て建物の近隣住民であるところ、
本件建物の赤白ストライプの外壁部分はXらの有する景観利益、平穏生活権を侵害するものであ
るとして、本件建物外壁部分の撤去などを求めて提訴した事案である。Xらの主張するところに
よれば、本件建物の外壁は彩度の高い赤を含み、明度の高い白と明度の低い赤とを組み合わせて
おり、かつ、赤と緑との対照色相配色となっており、著しく目立ちやすく、周囲から突出するも
のであると主張している。
［判決要旨］
◇ 本判決では、景観利益が法的保護に値することにつき、最高裁平成18年判決を引用した上で、
「この良好な景観の恵沢を享受する利益には、建物等の土地工作物の外壁の色彩も含まれうる
ものと解される」として、建物外壁の色彩についても景観利益を侵害する可能性のあるもので
あることを認定した。
◇ しかし、本件建物に関して、具体的に検討し、「本件地域が第一種低層住居専用地域であると
の事情のみから、本件建物周辺の景観が、建物の外壁の色彩との関係において良好な風景とし
て人々の歴史的又は文化的環境を形作っているとはいえず、本件地域内に居住する者が、建物
外壁の色彩に係る景観の恵沢を日常的に享受しているとか、景観について景観利益を有するな
どということはできない」として本件に関しては景観利益が成立しないことを判示した。
◇ さらに、景観利益の侵害の要件に関しても最高裁平成18年判決をそのまま踏襲したが、その
要件に本件事案を照らして検討し、「本件建物は建築基準法の規制に違反しておらず、違法な
建築物であるということはできないし、東京都の定める景観計画の趣旨を逸脱するものともい
えない」。本件建物は「周囲の目を引くものではあるけれども、本件建物周辺には外壁が青色
の建物、黒色の建物、薄紫色の建物など様々な色彩の建物が存在し、…本件建物の外壁部分が
周囲の景観の調和を乱すものとまでは認め難い」。「本件建物の建築は、行為の態様その他の面
において社会的に認容された行為としての相当性を欠くものとは認め難く、仮に原告らに建物
外壁の色彩に係る景観利益があるとしても、これを違法に侵害する行為ということはできない」
と判示した。
◇ 結論として、建物撤去の請求についてはこれを棄却し、その他の請求も理由がいないとして棄
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却した。
［コメント］
◇ 本判決においては、最高裁平成18年判決が示した「景観利益」の意義に建物外壁の色彩も含
まれると論じた点において大きな意味があったと考えられる。
◇ ただし、本件事案を具体的に検討した結論として、本件建物周辺住民の景観利益についてはこ
れを否定した。さらに、その侵害についてもこれを否定して、原告らの請求はすべて棄却した。
◇ ところで、本件被告（Y）は何ら主張していないが、建物の所有者がその建物の色彩を自ら選
択し、デザインすることは、周囲の景観と表現の自由との問題に接合面が存在していることを
想起させる。この点、筆者は、別稿において関係すると思われる最高裁判例を検討している（「判
例における『景観利益』概念の萌芽」地域政策研究16巻２号47頁以下で検討した最判昭和43
年12月18日、および、「判例における『景観利益』概念の形成期」地域政策研究16巻３号55
以下で検討した最判昭和62年３月３日）ので、参照されたい。
10　名古屋地判平成21年１月30日（裁判所ウェブサイト掲載判例１）
［事実概要］
◇ 愛知県知事が認可し、名古屋市（被告・Ｙ）が施行しようとする道路（名古屋市千種区振甫町
３丁目６番を起点とし、同区田代町字姫ヶ池上２番の１を終点とする延長752メートル、幅員
15メートルから20.1メートルの一部高架式道路）の工事について、本件道路事業の事業地の
周辺地域に居住するＸら（原告ら）は、景観権、眺望権、人格権、日照権、所有権、通行権な
どに基づき、これらが侵害されるおそれがあるとして、本件道路工事の差止めを請求した。
◇ 本件地域の現在の状況については、「日泰寺を中心に広がる地域であり、日泰寺をはじめとし
た神社・仏閣のほか、別荘、学校、塔など個性的な近代建築物が数多く存在する」とし、また、
「日泰寺の、南には地下鉄覚王山駅に通じる参道があり、日泰寺の西側を、南北に四観音道が
通じている。日泰寺の北側の名古屋市上下水道局東山配水場の敷地内を通っていた四観音道を
宇界として、西側が宇四観音道西、東側が字四観音道東という地名（行政区画）になっている。
字四観音道西内を通る市道257号線に面して、仏師円空作の十二神将像などが安置される鉈薬
師堂（医王堂）がある」。さらに、「日泰寺から鉈薬師堂、さらに振甫町に抜ける市道257号線
を中心とした区域」において、「市道257号線は、大きな樹木が覆い、緑豊かな通路となって
いて、地域住民の生活道路としてだけでなく、日泰寺などへの参拝客の通行にも使われている」
といった事実が認定されている。
◇ Xらは、景観利益の侵害については、特に、本件高架式道路は、その外観が周囲の景観の調和
を乱し、景観を著しく破壊するものであって、侵害行為の態様や程度において社会的に容認さ
れた行為としての相当性を欠くものであると主張した。
判例における「景観利益」概念の展開
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［判決要旨］
◇ 景観利益に関しては、最高裁平成18年判決を当てはめて引用している。そして、本件Xらに景
観利益が認められるかを具体的に以下のように検討した。すなわち、「本件地域は、確かに木々
や緑地などが多い閑静な住宅地となっているが、日泰寺などの文化財あるいは自然環境を中心
とした住宅地を目指して地域の整備を行ってきたという歴史的な経緯があるわけではなく、ま
た、本件訴えの提起に至るまで建築についての自主規制は行われておらず、市道257号線に沿っ
た住居地区及び覚王山日泰寺側の丘陵地域において７階建以上のマンションが建築されるな
ど、本件地域についての環境や景観の保護に対する意識も様々であり、さらに、本件地域が、
現在の地域の状態を守ったり、育てたり、作ったりすることを目的に、都市景観整備区や風致
地区などの地域に指定されたこともなく、被告などの行政庁においても、本件道路建設予定地
の両側20メートルの東西に延びる帯状の範囲は、高度制限のない第２種住居地域に指定して
おり、被告においては昭和21年から現在に至るまで本件都市計画決定及び本件都市計画変更
決定に定める本件道路事業を行うことを予定していたのである」とした。そして、「本件地域
の景観は、人々の歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成するものとまで認め
ることはできず、本件地域に居住する原告らに景観利益を認めることはできない」として、景
観利益はＸらについて構成されないと判示した。
◇ その他のXらの主張した権利ないし利益の主張についてもすべて否定し、結論として、本件差
止請求を棄却した。
［コメント］
◇ 本件訴訟は、出典資料からは明確にできないものの、前掲２判決が破棄差戻しした判決の事案
であると考えられる。本件審理は、平成19年に始められたものであり、最高裁平成18年判決
を受けた内容の原告の主張および判決内容となっている。
◇ 判決内容の構成としては、前掲１判決および前掲２判決のように、公共的な工事を実施する自
治体を被告とした訴訟であるため、実質的には行政訴訟であるとして、これを不適法とし、却
下するということも選択肢としてはありえたものと考えられる。
◇ しかし、本件差止請求訴訟は、あくまで民事訴訟という原告らの訴えに沿う形で判決が下され
ていて、前掲２判決を受けた内容となっており、前掲１判決のような門前払いはなされていな
い。
◇ ただし、本判決においては、「景観利益」は構成されないと判断されており、結局、民事訴訟
としての判断においても、原告ら主張の景観利益は否定されたものとなっている。
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Ⅳ　総合的検討
　以上、最高裁平成18年判決直後の10件の裁判例を考察したが、最後に総合的な観点から検討
して、本稿の締めくくりとしたい。
　平成18年判決直後の10件の裁判例をみると、１判決および２判決では未だその影響は見られ
ない（１判決においては、訴えが提起されたのが平成17年であり、２判決はその控訴審）。しかし、
４判決を除く、３判決から10判決までの裁判例においては、すべてが平成18年判決を判決文に
おいて引用しており、各々の判決に当たり、当然ではあるが、行政訴訟においても、平成18年
判決が裁判官の念頭に置かれていたものであり、その意味では、どの判決においても最低限度の
影響は及ぼしていることになると言える。
　しかしながら、結論的には、「景観利益」を訴えて、その保護を求めて提訴した原告が勝訴す
る判決は現れていない。７判決では、18年判決を引用しながらも、行政事件訴訟たる抗告訴訟
であるという理由により原告適格要件である「法律上の利益」についてこれを否定している。ま
た、平成18年判決にしたがって、第一に、「景観利益」の構成が認められるか、第二に、その「侵
害」が認められるか、という構成で判決を下している裁判例においていても、３判決、６判決、
９判決および10判決では当事者における「景観利益」の成立自体が否定されている。
　それでも、なお、平成18年判決が景観利益保護に向けて影響を及ぼしていると思わるのは、
５判決、８判決および９判決である。
　すなわち、５判決においては、原告における「景観利益」の成立を認定している。８判決では、
７判決とは逆に、行政事件訴訟であっても、平成18年判決を前提に、景観法の趣旨などを勘案
して、原告主張の景観利益を認め、もって、原告適格要件たる「法律上の利益」を満たすもので
あるとしている。また、９判決は、原告主張の具体的な景観利益に関してはその成立を否定した
ものの、一般論としては、「建物外壁の色彩」の影響も景観利益に含まれるものであるという新
たな理論を打ち出す判決となっている。
　本稿で検討した裁判例においては、未だ景観利益とその侵害の両方を認定したものは現れてい
ない。しかし、平成18年判決の影響は、確実に、その後の裁判例に大きく影響を与えていると
言える。さらに筆者は、こののちの裁判例に関しても検討を加える予定である。
（たにぐち　さとし・高崎経済大学経済学部教授）
注
1　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20090318111753.pdf（最終サクセス20014年５月３日）
